様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2024年　　3月　　25日
　
　　経済産業大臣　殿
　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）はーばーはうすかぶしきがいしゃ                 　　　　　　　　一般事業主の氏名又は名称 ハーバーハウス株式会社

     （ふりがな）いしむら　よしあき
（法人の場合）代表者の氏名  石村　良明　 印   
住所　〒950-0084
新潟県新潟市中央区明石2丁目3番30号
法人番号 4110001008688　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ハーバーハウス株式会社 DX戦略


	公表日
	　　2024年　　1月　　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ハーバーハウス株式会社HPで公表
URL：https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf
2.DXビジョン、3.DX方針

	記載内容抜粋
	2.DXビジョン
目まぐるしいデジタル技術の進化は、社会全体に大きな変革をもたらしています。住宅業界も例外ではなく、VR内覧サービスやオンライン相談など、顧客の利便性を向上させる技術が急速に普及しています。一方で、デジタル技術の進化は企業間の競争を激化させています。
その他にも市場規模の減少、人材不足などの課題を解決するために、デジタル技術による生産性向上や人材資源の最適化に取り組んでいく必要があります。同時に、この取り組みを顧客の視点で捉え、新たな価値を生み出すことで、より満足度の高い商品、サービスを提供することが、競争力を保つためには不可欠であると考えています。
ハーバーハウス株式会社は、DX（デジタルトランスフォーメーション）への取組みを通して、地域の皆様に必要とされる企業となれるよう成長を続けます。

3.DX方針
◼ デジタルマーケティングを駆使し、顧客のニーズをリアルタイムに把握。迅速な戦略立案を可能とし、変化する市場に柔軟に適応する経営体制・組織体制を構築する。
◼ IT技術を活用した業務プロセスの高度化・自動化によって、業務の非効率性を排除し生産性を向上さる。これにより、顧客のニーズをより迅速かつ的確に満たし顧客満足度の向上と新たなビジネスチャンスの創出につなげ、持続的な成長を実現する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年1月18日開催の役員会議（当社意思決定機関）にて承認された内容を元に公表しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ハーバーハウス株式会社 DX戦略


	公表日
	　　2024年　　1月　　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ハーバーハウス株式会社HPで公表
URL：https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf
4.DX戦略

	記載内容抜粋
	4.DX戦略
ハーバーハウス株式会社は新しい顧客価値を創造し、お客様、地域社会で必要とされる企業へと成長する為、以下のＤＸ戦略を掲げます。

1. 顧客管理システムとBIツールの連携によるデータ分析
・顧客理解の深化により、適切なマーケティング施策の立案
・市場ニーズに基づいた新商品開発、新サービスの創造
2. MAツール（マーケティングオートメーション）による営業の効率化、生産性向上
・顧客属性に基づいたマーケティングプロセスの自動化
3. 施工管理システムによる現場管理の省力化
・クラウドベースのシステムとモバイル端末による業務効率化と協力業者との連携強化
・リモート現場管理による省力化
4. プログラミング、RPAによる業務自動化
・定型的なバックヤード業務の自動化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2024年1月18日開催の役員会議（当社意思決定機関）にて承認された内容を元に公表しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	URL: https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf
5.DXの推進体制

	記載内容抜粋
	■DX推進委員会を設置し、DX推進統括責任者1名と情報システム部門を中心に、DXの推進の戦略、方向性を決定し、各事業部のDXの実現をリードします。

DX推進委員会の構成
・DX推進統括責任者（経営企画室次長）
・情報システム部門（経営企画室システム課）

■DX戦略における人材育成
全社員がDXの必要性や基本的な概念を理解し、DXを推進するための姿勢や行動を身につける為に、従業員教育を実施します
・DXの概要や必要性の理解する為の研修
・DX社内事例の社内発信（DXへの意識向上）
・定期的なセキュリティ研修（セキュリティ意識向上）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	6.DXビジョン実現の為のロードマップ

	記載内容抜粋
	①横串で活用できるデータの蓄積
・CRM、SFA、現場管理システム、MAツール等に蓄積されるデータ正規化
・従業員のデータ蓄積への意識を向上させる為、データ活用の具体的な事例を定期的な社内発信

②データ活用
・正規化されたデータを統合し、BIツールを用いデータ分析を行う
・各種システム連携による自動化、効率化を図る（API・RPA）

③高度化
・データ分析のサイクルを早める為に、ETLツールを活用しデータ統合プロセスの自動化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ハーバーハウス株式会社 DX戦略

	公表日
	　　　2024年　　1月　　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ハーバーハウス株式会社HPで公表
URL：https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf
7.KPI（数値目標）

	記載内容抜粋
	■指標1：従業員1人当たりの利益額
5年後目標値：10％増
目標達成の為の取組み：システム連携によるデスクワークの効率化・自動化を行い生産性向上

■指標2：新規リードからの商談化率
5年後目標値：10％増
目標達成の為の取組み：統合データを用いたデータ分析により、顧客のニーズをリアルタイムに把握

■指標3：リモート現場検査実施率
5年後目標値：90％
目標達成の為の取組み：クラウド現場管理システム
の利用推進（システム連携等による現場監督の負担軽
減）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2024年　　1月　　25日


	発信方法
	ハーバーハウス株式会社HPで公表
URL：https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf

	発信内容
	1. 代表メッセージ
少子高齢化や人口減少などの社会情勢の変化や
デジタル技術の進化など、住宅業界を取り巻く環境は大きく変化しています。
ハーバーハウス株式会社は環境の変化に対応し、さらなる成長を遂げていくために
DX（デジタルトランスフォーメーション）への取り組みを強化してまいります。
DXを推進し、業務効率化・生産性向上によるコスト削減や
ビッグデータやAIなどのテクノロジーを活用した、マーケティングを行うことにより新たな顧客価値を創造し、地域の皆様に必要とされる企業を目指し成長していきます。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2024年　　1月頃　～　　現在継続中


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットに自己診断結果を記入したものを添付資料として提出します。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2024年　　2月頃　～　　現在継続中


	実施内容
	情報セキュリティ方針を公表し、セキュリティアクション制度に基づき二つ星宣言を行っています。

公表HP：URL：https://www3.herbarhouse.jp/contents/wp-content/uploads/2024/01/herbarhouse_dx_1.pdf




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

